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し、令和８年12月１日から令和９年１月15
日までに、次のアドレスにアクセスして、
申請用データを送信するものとする。
（建設工事）
https://www.pqr.mlit.go.jp/

（測量・建設コンサルタント等業務）
https://www.pqrc.mlit.go.jp

 文書郵送方式の場合（インターネット方
式では対応していない申請に限る。）
下記３に掲げるアドレスにアクセスして
申請書類を入手し、令和８年12月１日から
令和９年１月15日（当日消印有効）までに、
次の申請場所に郵送（書留郵便に限る。持
参による受付は行わない。以下同じ。）する
ものとする。
申請場所 〒6510088 兵庫県神戸市中央

区小野柄通４１22 アーバ
ンエース三宮ビル 本州四国連
絡高速道路株式会社 経理部契
約課 電話0782911035

 随時の競争参加資格の申請
令和９年１月18日以降に申請する場合は、
下記３に掲げるアドレスにアクセスして申請
書類を入手し、２に掲げる申請場所に郵
送するものとする。

３ 申請の手続及び資格審査方法
申請書類の記載方法、資格審査の方法等の詳
細な手続については、次に掲げる本四会社の
ホームページに掲載する「競争参加資格申請書
作成の手引き」を参照すること。
https://www.jb-honshi.co.jp/corp̲index/
keiyaku/shinsa/

４ 資格審査結果の通知
上記３に掲げる本四会社のホームページに

「有資格者公表名簿」を掲載することにより通
知に代えるものとし、競争参加資格認定通知書
は発行しない。
５ 資格の有効期間
資格認定の日から令和11年３月31日までとす
る。
６ 問合せ等
資格審査に係る問合せ等は、上記２におい
て受け付ける。
受付時間 平日９時30分から12時まで及び13
時から17時まで（土日祝日及び年末年始を除
く。）

意見招請に関する公示
次のとおり調達に関する仕様書案の作成が完了
したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年 10 月 22 日
支出負担行為担当官
デジタル庁会計担当参事官 甲元 信宏

◎調達機関番号 027 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 公共工事電子入札シ
ステムの統合改修における本番環境構築・移
行及び運用・保守業務 一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年11月11日12時00
分
 提出先 〒1020094 東京都千代田区紀尾
井町１番３号東京ガーデンテラス紀尾井町
デジタル庁省庁業務サービスグループ 公共
工事電子入札システム担当
e-mail：Ｒ079902@digital.go.jp

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年10月22日から令和８年
11月11日まで
 交付場所 電子調達システムに掲載する。
４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the Services to be

required : Construction, Migration, and Op‑

eration and Maintenance of the Public

Works Electronic Bidding System, 1 set

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 12 : 00 pm, 11 November, 2026.

 Contact point for the notice : Digital

Agency, 13 Kioi‑cho, Chiyoda‑ku, Tokyo
1020094 Japan
e-mail : R079902@digital.go.jp

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年 10 月 22 日

外務省大臣官房会計課長 菅原 清行

◎調達機関番号 014 ◎所在地番号 13
〇第 131 号（№131）
ただし、令和９年度予算成立を条件とする。
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等物品及び数量 外務省本省庁舎で使
用する電気の供給一式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年11月11日午後５
時00分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008919 東京都千代田区霞が
関２２１ 外務省大臣官房会計課管理室
山本 陽介 電話0335803311 内線

2800 ＦＡＸ0355018103
３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年10月22日から令和８年
11月11日午後５時00分
 交付場所 上記２に同じ。
４ Summary
 Classification of the products to be pro‑
cured : 26
 Nature and quantity of the products to be
purchased : Supply of electricity, 1 set.
 Time‑limit for the submission of com‑
ments : 5 : 00 p.m. November 11, 2026

 Contact point for the notice :
YAMAMOTO Yosuke, Financial Affairs
Division, Minister's Secretariat, Ministry of
Foreign Affairs, 221 Kasumigaseki,
Chiyoda‑ku, Tokyo 1008919 Japan. TEL
0335803311 ext. 2800 FAX 035501
8103

〇第 133 号（№133）
ただし、令和９年度予算成立を条件とする。
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等特定役務及び数量 次世代在外経理
システム運用・保守業務（令和９年度） 一
式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 令和８年11月20日午前12
時00分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008919 東京都千代田区霞が
関２２１ 外務省大臣官房在外公館課検
査室 浅沼 大輔 電話0335803311 内
線3314
E‑mail：ml-next-zaigaikeiri@mofa.go.jp

３ 仕様書案の交付
 交付期間 令和８年10月22日から令和８年
11月20日午前12時00分
 交付場所 上記２に同じ。

４ 仕様書案の説明会
 開催日時 令和８年11月４日午後１時30分
 開催場所 外務省会議室（南庁舎282号室）
５ その他

本公示に基づく説明会に出席を希望する者
は、出席予定者を令和８年11月２日午後５時00
分までに上記２に申込をすること。なお、申
込方法はメールまたは電話によることとする。
６ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Operation and maintenance of ac‑

counting systems, 1 set

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 12 : 00 noon November 20, 2026

 Contact point for the notice : ASANUMA

Daisuke, Overseas Establishments Division,

Minister's Secretariat, Ministry of Foreign

Affairs, 221 Kasumigaseki, Chiyoda‑
ku, Tokyo 1008919 Japan. TEL 03
35803311 ext. 3314
Email : ml-next-zaigaikeiri@mofa.go.jp

随意契約に関する公示
次のとおり随意契約について公示します。
令和８年 10 月 22 日

支出負担行為担当官
東北地方整備局長 小島 優

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 04
１ 調達内容
 品目分類番号 ９
 購入等件名及び数量
伊達崎橋仮橋賃貸借 一式

２ 随意契約の予定日 令和８年11月２日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「排他的権利の保
護」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
ヒロセ株式会社 郡山営業所

５ 担当部局 〒9808602 仙台市青葉区本町
３３１仙台合同庁舎Ｂ棟 東北地方整備局
総務部契約課購買第二係 ＴＥＬ022225
2171（内線2516）
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